
１

県民経済計算について

・県の一年間の経済活動を「生産・分配・支出」の三面から計量的にとらえる統計

・県経済の実態（経済の規模や循環構造、経済成長など）を明らかにする「ものさし」

・他の都道府県との比較による本県経済の立ち位置がわかる

・総合的な経済指標として地域経済の分析や行財政計画の策定に役立てる

・県民経済計算は、約２年後に結果を公表

・国民経済計算や５年毎の経済センサスなど様々な統計数値を取り入れて毎年再推計

・過年度の計数を利用する場合にも最新の県民経済計算のデータを利用すること

＜県民経済計算とは＞

＜データを見るときの注意＞
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〔経済の循環図〕

生 産
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付加価値が生み出される

支 出
家計や自治体等の消費や
企業の投資などに支出

分 配
労働者や企業に給与や
利益などの所得として分配
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修正前と修正後の県内総生産（県版ＧＤＰ）
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（億円） 令和３(2021)年
経済センサス-活動調査

平成28(2016)年
経済センサス-活動調査

・各都道府県が公表している令和５(2023)年度県民経済計算の推計結果を基に作成
・令和５(2023)年度分が未公表の県については令和４(2022)年度の推計結果を用いて作成
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○修正前と修正後の県内総生産の順位

岡山県調べ
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修正前と修正後の１人当たり県民所得の順位

・県の一年間の経済活動を「生産・分配・支出」の三面から計量的にとらえる統計

・県経済の実態（経済の規模や循環構造、経済成長など）を明らかにする「ものさし」

・他の都道府県との比較による本県経済の立ち位置がわかる

・総合的な経済指標として地域経済の分析や行財政計画の策定に役立てる

・県民経済計算は、約２年度経ってから結果を公表

・国民経済計算や５年毎の経済センサスなど様々な統計数値を取り入れて毎年再計算

・過年度の計数を利用する場合にも最新の県民経済計算のデータを利用すること

＜県民経済計算とは＞

＜データを見るときの注意＞
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・各都道府県が公表している令和５(2023)年度県民経済計算の推計結果を基に作成
・令和５(2023)年度分が未公表の県については令和４(2022)年度の推計結果を用いて作成
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○修正前と修正後の県民所得の順位

岡山県調べ



４

修正前と修正後の実質経済成長率

・県の一年間の経済活動を「生産・分配・支出」の三面から計量的にとらえる統計

・県経済の実態（経済の規模や循環構造、経済成長など）を明らかにする「ものさし」

・他の都道府県との比較による本県経済の立ち位置がわかる

・総合的な経済指標として地域経済の分析や行財政計画の策定に役立てる

・県民経済計算は、約２年度経ってから結果を公表

・国民経済計算や５年毎の経済センサスなど様々な統計数値を取り入れて毎年再計算

・過年度の計数を利用する場合にも最新の県民経済計算のデータを利用すること
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